
教育関連

８．教育関連
ＮＯ所在 提案団体名特区構想 特区想定地域
都道府県名称 名称 具体的地域

1 北海道 ニセコ
町

幼少年への学習支
援特区

ニセコ町 幼児教育、保育の段階での学習の遅れが後の学習活動に影
響を与えないようにするため、幼児と小学校低学年の児童
が同じ組織で学習できるようにするための特例を導入す
る。

2 北海道 留萌市 少子化対策子育て
特区

過疎地域又は人口
５万人以下の自治
体

過疎地域等における少子化対策、また、幼児教育の振興、
及び地域の活性化のため、規制の特例により、幼稚園と保
育所の一元化に向けた新しい制度を設けて、幼児教育の環
境を整備する。

3 茨城県 東海村 教育特区 東海村全域 東海村では、原子力関連研究機関が集積し、研究従事者等
の保護者が多く、教育への関心が高いこと、平成18年度に
大強度陽子加速器施設が完成することに伴い国内外から多
数の研究者が参集する予定であることから、幼小中一貫の
教育体制を可能とするなどの規制の特例を導入し、幅広い
選択肢をもった教育環境を提供する。

4 群馬県 太田市 太田外国語教育特
区

太田市 当地域には、海外に現地法人を設置している企業が数多く
存在しており、また、外国人が多数居住し、帰国子女も多
い状況にあるので、このような特殊性を踏まえて、学校教
育の特例措置により、英語による小中高一貫教育を行うこ
とにより、国際性豊かな優れた人材の育成を図る。

5 埼玉県 戸田市 幼児・児童・生徒
の教育環境規制緩
和特区

戸田市 人口増加に伴う幼児・児童・生徒の需要に対応するため、
幼稚園設置に関する定員数規定の弾力的運用・非常勤講師
の資格要件の緩和、英語会話教育の実現等の規制の特例を
導入し、子育環境の整備促進を図る。

6 埼玉県 北本市 幼児教育特区 北本市 保育需要の増加、私立幼稚園の就園率の低下に対応するた
め、３歳未満児を受け入れられるよう、幼稚園の入所要件
に関する規制の特例を導入し、子育てを行う市民の社会参
加の促進等を図る。

7 埼玉県 志木市 "地域立学校"構築
計画構想

志木市 公立学校をより地域密着型にするため、市独自の教員採用
枠の設定など、現行の教育制度の特例により、教員採用の
あり方や学校施設の活用などに、直接的に地域がかかわっ
ていくことが出来るようにする。

8 埼玉県 新座市 国際化教育特区 新座市 市として国際交流や国際理解教育をさらに推進していくた
めに、小学校における英語教育の可能化、市独自の小中学
校の英語教師の採用などの規制の特例を導入する。

9 埼玉県 草加市 みんなでとりくむ
子育て特区

草加市 子育て支援や学校教育などを通じて、家庭・学校・地域で
子供たちがいきいきと健やかに育つ環境づくりが必要であ
り、このため、幼保の一元化や少人数学級を目指すため、
市独自の教員採用、保育所における施設外調理による食事
の提供を可能とする規制の特例を導入する。

概要
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10 埼玉県 狭山市 外国語早期学習推
進特区

狭山市 狭山市では、早くから子供たちが外国語に慣れ親しむため
の環境づくりを行ってきたところであり、さらに、小学校
での外国語による授業の実施を可能とするカリキュラム編
成の自由化、臨時的任用期間の緩和などによる外国人等の
教員への採用の容易化などの規制の特例を導入することに
より、外国語の早期教育を推進する。

11 千葉県 千葉県 国際空港特区 成田空港周辺地域 成田空港の国際空港機能を最大限に活用しながら、成田国
際物流複合基地や臨空工業団地の整備とあいまって、総合
保税地域の民間主体による設置の可能化など通関に関する
規制緩和を行い、物流関連産業の事業環境の改善による一
層の産業集積を図るとともに、良好な国際交流環境を踏ま
え、外国語による授業実施のための教育課程の柔軟な編成
など、自由な国際教育に関する規制の特例を導入し、国際
交流や国際的なコミュニティー形成の基盤づくりを進め
る。

12 東京都 足立区 生活創造特区 足立区全域 住民の身近な「身の回りの生活の質の向上」を図るため、
官民連携による職業紹介サービスのワンストップ化の実
現、コミュニティスクールを指向した区独自の教員配置の
可能化、公の施設の民間への管理委託の実施など、人材・
福祉・教育など各種生活分野に関わる規制の特例を多面的
に組み合わせることにより、公的サービスの民間解放によ
る産業・雇用の創出を促進し、地域経済・社会の活性化を
図る。

13 東京都 千代田
区

子育て特区 千代田区全域 千代田区では、幼保一元化園を開設するなど幼稚園と保育
園の連携に先導的に取り組んできたところであり、今後、
保育所保育指針と幼稚園教育要領の統合等関連する規制の
特例を導入し、より完全な幼保一元化の推進を図る。

14 東京都 千代田
区

中等教育特区 千代田区全域 中等教育学校の独立性・自主性を高め、これまでに無い学
校運営や特色ある教育内容の実現を図るため、理事会方式
による運営を可能にすること、学習指導要領等の基準を上
回る教育内容の設定等に関する規制の特例を導入する。

15 東京都 杉並区 教育改革特区 杉並区 地域密着の教育への区民の要望が強いことから、「小中一
貫教育」や「全寮制通常学校」で子供のトータルな発達を
図り、区独自の教員任用を進めると共に、学校法人以外の
民間資本やＮＰＯの出資による、いわゆる独立法人的な学
校経営を可能にするなど教育に関する規制の特例により、
地域と連携した教育活動の一層の進展を図る。

16 東京都 港区 豊かな都心居住と
子育て活動を支え
るすこやか特区

芝浦アイランド地
区

都心居住の推進の観点から開発計画の検討が進んでいる芝
浦アイランド地区において、幼稚園と保育所を一体化した
施設の設置を図るため、設置主体や設置基準の特例を導入
し、地域の子育て支援を推進する。

17 東京都 港区 豊かな明日の子ど
もたちを育む教育
特区

港区 67の大使館、数多くの外資系企業が立地し、16,500人もの外
国人が在住する港区の特性に踏まえて、学校経営の民営
化、付加的な授業に対応した料金の徴収、カリキュラムの
多様化などの規制の特例を導入し、国際人育成を目指した
小中一貫の区立インターナショナルスクールの実施を図
る。

18 東京都 三鷹市 教育改革・知的創
造特区

三鷹市 市民の知的創造力を高めると共に、市内の都市型産業の高
度化を図るため、教育に関する規制の特例の導入により、
ＩＴやバイオテクノロジーなどをテーマとする社会人向け
国公私立大学の連合による大学院の設置や、小中一貫教育
校の設置、外国人教師の採用、小学校における英語科の新
設などを図る。
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19 東京都 八王子
市教育
委員会

教育特区 八王子市内にある
公立小中一貫校
（不登校等対応学
校）

当市では、不登校児童・生徒を中心とした新しい学校
「ジュニアマイスター・スクール（仮称）」を設立する
が、多様な児童・生徒の実態を考慮し、教員免許によらな
い特殊技能を持った教師の採用、習熟度に応じた授業や学
級編成等の教育に関する規制の特例により、公立小中一貫
校として運営を行う。

20 神奈川
県

横須賀
市

国際教育特区 横須賀市 米海軍基地内大学、横須賀リサーチパーク集積企業等の人
材や情報ネットワーク基盤等が充実した地域特性を活か
し、来年度開校予定の県立保健福祉大学と連携しながら、
学校設置基準、学年・学級編成基準、教員免許を有してい
ない外国人等の常勤職員への任用、公共施設の空きスペー
ス等の他用途への転用等に関する規制の特例により、小中
高一貫校など新形態の学校を整備し、教育の選択可能性、
質の向上、創造的人材の育成を図る。

21 新潟県 三条市 エデュケーション
エキスパート特区
（教育特区）

三条市 金物・刃物の生産地として世界的に知られる三条市におい
て、教職員採用に関する規制の特例を導入し、地域在住の
金物等の専門家や外国人を教員として採用し、地場産業を
世界に紹介できる国際人として子供たちを育成する。

22 岐阜県 岐阜県 教育改革特区 未定 独自の教育改革を推進している岐阜県において、首長直轄
の学校導入をはじめ、通信制小中学校の導入・二重学籍の
容認、検定外教科書の導入等を進めるため、関連規制の特
例を導入し、不登校児童・生徒への適切な配慮、児童生徒
の優れた能力を引き出し個性を伸ばす教育の先導的な実施
を進め、２１世紀におけるひとづくりを行う。

23 岐阜県 岐阜県 教育改革特区 未定 特定地域の公立中学校の特定クラスにおいて、英語教育を
重点的に実施するため、学習指導要領によらない教育課程
の柔軟な実施の特例を導入し、国際社会で活躍できる人材
の育成を図る。

24 岐阜県 岐阜県 教育改革特区 未定 地域が学校経営に参加する「コミュニティスクール」を設
置するため、学習指導要領によらない教育課程の柔軟な実
施の特例を導入し、市町村による校長の公募、校長の意向
による人事等が行えるようする。

25 岐阜県 大垣市 幼（稚園）・保
（育所）一元化特
区

大垣市 少子化進行に対応し幼稚園・保育所の適正配置を見直す中
で、幼稚園と保育所を一体化した施設の設置を図るため、
職員の資格、配置基準等の特例を導入する。

26 愛知県 愛知県 教育特区（１） 名古屋市内の高校
及び市町村単位
（実施地域は検討
中）

市内の高校において、学校ごとの枠を超えて特別クラスの
編成を可能にし、高大連携による高度な内容の学習指導の
実施や大学入試時期の弾力化を目指す。

27 愛知県 愛知県 教育特区（２） 市町村単位（実施
地域は検討中）

県教育委員会が指定する市町村教育委員会が義務教育の就
業年限規制を弾力化し、６・３制以外の多様な学校の設置
を可能とする。
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28 滋賀県 長浜市 教育ルネサンス都
市構想特区

長浜市 日系南米人を対象とした人材派遣会社等があり小中学校に
外国人児童生徒が約１２０名いる状況のもと、小学校の教
育課程を編成する教科に外国語を加える特例、特別非常勤
講師が担当できる教科等に外国語を加える特例等の規制の
特例により、外国人講師のみで英語の授業ができるように
したり、外国人児童生徒が母国語を学習できる等の教育環
境を整え、国際文化交流都市としての発展を図る。

29 京都府 亀岡市 就学前教育（保
育）コースシステ
ム化の設定特区

亀岡市 ２１世紀を生きる人づくりに向けて、幼稚園、保育所の統
一的な運営を可能とする規制の特例を導入し、施設（幼稚
園、保育所）の効果的活用、人材の弾力的活用により、一
貫性・統一性のある就学前教育と保育のシステムを構築す
る。

30 京都府 亀岡市 義務教育の高機能
化（小・中学校一
貫教育）の設定特
区

亀岡市 各自治体単位で「心の教育推進委員会」を設置し、学校・
家庭連携しながら豊かな心を育むための取組みを展開して
いるが、教員免許の弾力化などの特例を導入し、小・中学
校一貫教育、地域教材・人材等の活用により、教育課程の
連続性・連携性の確保、地域に根ざした義務教育の充実・
強化を図る。

31 兵庫県 西宮市 カレッジタウン特
区

西宮市 当市は多数の大学が立地し、３万人を超える学生が集まる
「カレッジタウン」であるが、少子化が進む中で大学経営
の不安定化が危惧されるところであり、大学の学部・学科
の新増設の許可制から届出制化、大学の新増設に係る自己
所有面積基準の緩和など、大学の設置・整備に関する規制
の特例を導入し、大学が地域の期待や多様なニーズに的確
に対応できるようにする。

32 奈良県 奈良県 教育特区（小中一
貫校の設置）

未定 当地域では、小中学校間の連携をより強化するための取組
を進めており、小中学校それぞれの良さを活かした魅力あ
る事業、学校を創造するため、学習指導要領等に拘束され
ない教育課程編成、小学校、中学校の修業年限等に関する
規制の特例を導入し、９年間のスパンで小中の６・３制に
とらわれず、例えば５・４制も視野に入れた一貫教育を実
施する。

33 奈良県 奈良県 教育特区（学習指
導要領によらない
教育課程の編成が
可能な高等学校の
設置）

新たにに設置され
る理数科高等学校

Ｈ16年度に全国で初めての理数科単独高校が設置される
が、この特色を活かして生徒それぞれの個性を伸ばしてい
くため、学習指導要領によらない教育課程の編成等に関す
る規制の特例を導入する。

34 和歌山
県

龍神村 みどりの教育特区
（緑と千年持続学
教育特区）

龍神村 豊かな自然環境に恵まれた龍神村において、既存の小学校
７校、中学校３校、高等学校分校１校をより発展させてい
くため、学校設置に関する規制の特例を導入し、新たなシ
ステムによる学校を設置し、広く全国から、また幅広い年
齢層からの参加を促す。

35 和歌山
県

和歌山
県教育
委員会

学校経営の民間委
託

希望する市町村ご
との公立の小学校
もしくは中学校１
校

公立学校は、閉鎖的で画一的な運営となっていることか
ら、公の施設の民間による管理委託の可能化などの規制の
特例を導入し、公設民営方式による柔軟かつ効率的な学校
運営を実現する。

36 和歌山
県

和歌山
県教育
委員会

きのくに緑の教育
システム

希望する市町村ご
との公立の小学校
もしくは中学校１
校

和歌山の豊かな自然環境を活かして、児童生徒の二重在籍
を認める等の規制の特例を導入し、都市部の子供たちが一
定期間、自然環境に恵まれた地域の学校で学習できるシス
テムを先導的に構築する。
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37 鳥取県 鳥取県 とっとりエリアＩ
Ｔ振興・人材創出
特区

鳥取県 鳥取県の経済産業力を強化するため、ＩＴ分野に重点をお
きつつ、情報関連の検定教科書以外の教科書の使用可能
化、地方公共団体による無料職業紹介事業の可能化など、
学校教育、職業紹介等に関する規制の特例を導入すること
により、ＩＴ関連の高いスキルを有する人材を産業界に提
供し、新規事業の創出等を図る。

38 島根県 松江市 幼保一元化特区 松江市 当市では、共働き家庭が多く、保育所の利用率が高いが、
一方、就学前の教育に不安を抱える保護者も多い。現在
は、幼稚園と保育所の所管省庁も異なり、幼保の一元的な
運用に規制があるが、幼稚園と保育船の設置基準の統一な
ど規制の特例を導入し、両施設の一元化・連携の推進を図
る。

39 島根県 出雲市 先進科学教育研究
特区

出雲市 市町村への教員任免権の委譲、教育免許のない優秀な民間
人の採用の可能化などの規制の特例により、民間における
科学分野の優秀な人材を活用して、全国初の最先端科学教
育の場としてつくられた「出雲科学館」を活用し、小中学
校生に科学技術教育を行うなど、人材育成を図る。

40 長崎県 長崎県 しま交流人口拡大
特区

対馬島（6町） 当地域は歴史的に韓国との関係が深く、日韓交流は地域振
興の大きな柱であることから、国際交流や観光・ＵＩＪ
ターン等の都市部住民との国内交流を推進するため、対馬
島における韓国人へのビザ免除、市内の店舗等における
タックスフリーゾーンの設定、対馬の特色を活かした高校
のカリキュラム編成など、規制の特例により、観光産業の
活性化や新たな雇用の創出による若者人口の増大を期待す
る。41 長崎県 美津島

町
国際交流特区 対馬島 韓国と近接している対馬の特性を活かしながら、島内の６

町の合併(平成16年３月)により市制を引くこととあいまっ
て、ビザなし渡航、総合保税地域の指定要件の緩和、国定
公園特別地域内禁止行為等の部分的解除、小中学校での韓
国語教育などの規制の特例を導入し、交流産業の振興、雇
用の創出による地域活性化を図る。

42 長崎県 新魚目
町

離島における知的
特区

長崎県上五島地区 離島等地域のコアセンターとして柔軟性に富む大学、大学
院を活用するため、大学設置基準の条件緩和、教員の兼業
等の制限緩和等の規制の特例により、公民館等を活用し街
中にキャンパスを点在させた大学院、民間企業経営者等の
教員登用、インターネットを活用した社会人の再教育等の
従来型に囚われない取組みを推進する。

43 熊本県 熊本県 先端産業を担う人
材育成特区

基盤的技術産業集
積指定地域：２市
９町２村

半導体産業が集積する地域の特性を活かし、産学官が一体
となった共同研究等の取組みとあいまって、特定の教科に
特化したカリキュラムの導入、国立大学職員の兼業規制の
緩和等、研究交流促進等に関する規制緩和を行うことによ
り、中高等学校時から科学・国際教育を実践するとともに
高度な技術を取得し国際競争に耐え得る即戦力の人材を養
成する。

44 長崎県 ぺり
ねっと
デジマ
（佐世
保市）

民間主導型「佐賀
県立大学」（仮
称）設立のための
特区

唐津市を中心とす
る佐賀県北東部

東アジアや玄海灘の研究開発、アジアにおける人材育成を
進めるため、既存施設の活用を可能とする大学設置基準の
緩和等の大学設置に関する規制の特例を行うことにより、
民間主導型で既存の大学と異なる佐賀県立大学（仮称）の
設立を促進する。
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